
2010年4月1日
第一生命保険株式会社 発足

1　新看板の掛け替え
2　全職員が参加した「6万人の入社式」
3　第一生命本社　
4　東証一部に上場
5　株主総会を開催

持続的な企業価値の創造
人を考える。それは、グローバルな視点を持って、未来に向けた新たな挑戦をつづけること。
生命保険事業は、社会性・公共性の高い事業です。コーポレート・ガバナンスの強化により
信頼を確保し、いちばん、お客さまから支持される会社を目指します。
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い ち ば ん、人 を 考 える 会 社 に なる。

コーポレート・ガバナンス
透明性・客観性の高い経営を行うため、コーポレート・ガバナンスの強化に努めています。

2010年7月1日現在

　当社では「お客さま第一主義」の経営理念を基軸として、
お客さま、社会、株主・投資家の皆さま、従業員等をス
テークホルダーとして捉え、「最大のお客さま満足の創造」、
「社会からの信頼確保」、「持続的な企業価値の創造」、「職
員・会社の活性化」を経営基本方針として定めています。
これらさまざまなステークホルダーの満足度を高めること
により、企業価値の向上に努めていきます。
　また、当社は内部統制に関する基本的な考え方や取組
方針等を内部統制基本方針として定めています。本基本
方針は、経営基本方針の具現化に向け、内部統制態勢の
整備および運営に関する基本的な事項を定めることによっ
て、業務の適正確保を図り、もって生命保険会社として
の社会的責任の履行に資することを目的としています。

コーポレート・ガバナンスの考え方

コーポレート・ガバナンス体制
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  取締役の人数 12名

  社外取締役の人数 2名

  取締役会の開催回数 21回（2009年度）

  社外取締役の活動状況
会社経営者としての豊富な経験や行政機
関における経験および企業倫理・経済倫
理の専門的な知識等を踏まえ、発言を適
宜行っています。

内部統制委員会

■ 業務執行について

コーポレート・ガバナンス体制

　当社は取締役会において経営の重要な意思決定、およ
取締役会

び業務執行の監督を行っています。2010年7月1日時点
で、取締役は12名となっています。経営管理機能の一層
の強化を図るため、業務執行から独立した立場である社
外取締役を2名選任しています。なお、取締役会は、原
則毎月開催し、さらに必要に応じて臨時に開催すること
としています。
　また、経営の透明性を一層高めるために、取締役会の
任意の諮問委員会として、社外取締役2名・会長・副会長・
社長で構成される指名委員会および報酬委員会を設置し
ています。指名委員会において取締役選任候補者の適格
性の確認を行うとともに、報酬委員会において取締役、
執行役員の報酬制度等について審議しています。

株主総会

い ち ば ん、人 を 考 える 会 社 に なる。
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■ 監査について

情報開示

情報開示基本方針

1 金融商品取引法等の法令および東京証券取引所の有
価証券上場規程等の定めに従い情報開示を行います。

2
上記に加え、社会、お客さま、株主・投資家の皆さ
まにとって重要と判断される情報について、適時・適
切に情報開示を行います。

3 社会、お客さま、株主・投資家の皆さまに対する公平
な情報開示に努めます。

　当社は、社会、お客さま、株主・投資家の皆さまに対
して当社の情報を適時・適切に開示し、経営の透明性を高
め、当社について正確に認識・判断いただくことが重要な
コーポレート・ガバナンス強化策と考えています。情報開
示基本方針を取締役会で策定するとともに、不適切な事
象が発生した場合の公表について社内規程を定めています。

　当社は監査役会設置会社であり、監査役は、取締役会、
経営会議へ出席するとともに、取締役、執行役員、部門
へのヒアリング等を通じて、取締役および執行役員の職
務遂行の監査、当社および子会社のコンプライアンス・経
営全般にわたるリスク管理への対応状況、業務・財務の状
況についての監査を行います。監査役会では、監査に関
する重要な事項について協議を行います。2010年7月1

日時点で、監査役は5名（うち社外監査役3名）となって
います。
　また、監査役を補助すべき使用人を監査役室に配置し、
当該使用人の人事異動および評価等に関しては監査役と
協議を行うなど、取締役からの独立性を確保しています。

　当社では、意思決定・監督と業務執行を分離し機能強
化を図るため、執行役員制度を導入しています。執行役
員は取締役会によって選任され、取締役会の決議により
定められた分担に従い、業務を執行します。2010年7月
1日時点で、執行役員は22名（うち取締役との兼務者7名）
となっており、社長および社長の指名する執行役員で構
成する経営会議を原則月2回開催し、経営上の重要事項
および重要な業務の執行の審議を行っています。

　当社では、コンプライアンスやリスク管理等の観点か
ら、各業務執行所管や募集代理店の業務について内部的
に業務監査を実施する組織として業務監査部を設置して
います。牽制機能や業務監査の実効性を確保するため、
業務監査部は各業務執行所管や募集代理店から独立した
組織としています。

監査役監査

業務執行

内部監査 ニュースリリースWeb

2009年
9月14日

「2009年3月末ヨーロピアン・エンベディッド・
バリューの開示について」を公表しました。

2010年
1月12日 「社長交代について」を公表しました。

2010年
3月23日

「株式会社化・上場に伴う売出条件の決定について」
を公表しました。

2010年
5月14日

「『平成21年度決算』について」を公表しました。昨年
度決算公表と比較し、6日間の早期化を図っています。
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監査役の人数 5名

社外監査役の人数 3名

監査役会の開催回数 12回（2009年度）

社外監査役の
活動状況

弁護士としての専門的な知識・経験や、会社経
営者としての豊富な経験を踏まえ、発言を適宜
行っています。

■ 情報開示の充実
　情報開示基本方針にのっとり、情報開示のさらなる充
実を図っています。

情報開示の主な実績（2009年4月～2010年5月）

■ 保険金等のお支払いに関する
　 業務改善計画の実施状況の公表
　2008年8月1日に公表した業務改善計画について、そ
の実施状況を定期的に公表しています。

い ち ば ん、人 を 考 える 会 社 に なる。

　当社は、会社法の施行に対応し、2006年4月1日付で、
内部統制に関する基本的な考え方や取組方針を「内部統
制基本方針」として制定しました。
　また、内部統制態勢の整備の一環として、同年4月に
内部統制委員会を設置しました。同委員会は、取締役会・
経営会議を補佐する専門組織として、内部統制態勢の整
備・運営を推進し、財務報告の適正性および内部監査の
有効性の確認を行うとともに、コンプライアンス委員会・
各リスク管理委員会・反社会的勢力対策委員会の上位機
関として、コンプライアンス・情報資産保護・リスク管理・
反社会的勢力対応等に関する事項についての確認・審議を
行います。内部統制委員会は代表取締役および内部統制
を担当する所管の担当役員で構成され、原則毎月開催さ
れます。

　業務運営を健全かつ適切に保ち、保険契約上の責務を
確実に履行するため、さまざまなリスクを把握・評価し、
それに基づいた的確な対応を行うことがリスク管理の基
本的な考え方です。
　具体的プロセスとして、まずリスクを「保険引受リスク」
「資産運用リスク」「流動性リスク」「事務リスク」「システム
リスク」に分類しています。そして組織・ルールを整備し、
それぞれのリスク特性に応じた管理に取り組んでいます。
あわせて、通常のリスク管理では対処できないような大
地震等の発生に備え、危機管理、大規模災害リスクの管
理等に関する態勢の整備を行っています。

内部統制
業務全体を適正・効率的に運営するため、
「内部統制基本方針」のもと、態勢の整備を進めています。

内部統制の方針 リスク管理

内部統制基本方針

1 法令・定款等を遵守し、社会的規範、
市場ルールに則った事業活動を行うこと

2 顧客情報、株主情報、重要事実、
限定情報等の情報資産を適切に保護管理すること

3 リスクの特性に応じた実効性のある
リスク管理を行うこと

6 財務報告の信頼性を確保し、
適時適切な開示を行うこと

7 業務監査により内部統制等の適切性、
有効性を検証すること

4 反社会的勢力との関係を遮断し被害防止を図ること

5 子会社等における業務の適正を確保すること
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　事業運営を通じて発生する各種リスクに対しては、そ
れぞれのリスク管理基本方針に基づき、各リスク管理所
管がリスクカテゴリーごとに業務執行を牽制する態勢を
整備しています。あわせて、全社のリスクを統合的に管
理する組織としてリスク管理統括部を設置し、内部管理
態勢の強化を図っています。これらのリスク管理の有効
性・適切性については、業務監査部が監査しています。ま
た取締役会は、リスク管理状況の報告を踏まえて意思決
定を行い、監査役は会社のリスク管理全般を対象に監査
を実施しています。

■ リスク管理態勢の整備

リスク管理に関する組織体制
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